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c) 慣習性が比較的継続されている民家では炉を挟んでブリ・カトンガと反対側の奥の角部屋が夫妻の寝室

に充てがわれる傾向がある。また、年長女性の就寝場所は民家奥の炉の近く注１０に充てがわれる傾向がある。 

 

(３) 慣習民家住人の火災に対する意識 

a) タバコは家のなかでは吸わないといった、火災に対する常識的な注意意識はあるものの、具体的有益性

のある防火対策をしようとする意識は希薄である。特に屋根をトタン葺きにしている民家の住人は、防火意

識に対するコメントが無く、防火意識がより希薄である可能性がある。 

b) 火災にあわない様に前もって手立てを行おうとする意識よりも、火災後のマラプ教の慣習（ヒアリング

では「マラプの掟」）に基づいた火災に対する罰則や儀礼に意識が向けられている可能性がある。 

c) パレテロル村での住人の証言から、（表１）にまとめた火災の他に、1980 年前後、1996 年、2016 年の

少なくとも 3 件の火災が調査対象集落内において発生していたと考えられ、他集落においても報道されない

火災の発生が度々起こっている可能性がある。 

d) 科学的根拠に基づく防火対策は概ね取られていないと言え、火災は度々起こるものであり、その上で民

家は再建するものであるといった考え方が、人々の意識の根底にある可能性がある。 

 

(４) 結語 

 以上、本研究で明らかになった点をまとめたが、慣習民家の構成や使われ方の変容は改宗やトタン屋根へ

の改築、また家族構成の変化や外的文化の流入など、様々の要素により一定変容していくものと考えること

ができる。また調査対象集落では水道施設は十分に整っておらず、家屋の内外に専用の消火設備も無く、火

災が発生した際の敏速な対応は困難であると判断できる。したがって、西スンバにおける慣習民家、並びに

慣習習俗の変容については、引き続き注視していく必要があろう。 

 

注 

注１：Pos Kupang の HP より検索  https://kupang.tribunnews.com/ 
注２：各火災の発生原因については明らかにされていないが、後述する筆者らのヒアリング結果から総合的に推察する

限り、自然発火によるものよりも、人為的に発生しているものの方が多いと考えられる。 

注３：所在地が不明のものや、概念図的に表記されたものについては、この限りではない。 

注４：これにより屋根の腐食を防いでいると考えられる。 

注５：ここでの「住人とのリレーションシップ構築」とは、筆頭著者が事前のアポイントメントなしに知人の居ない集

落を訪れ、その後に筆頭著者が行った住人との会話や飲食をとおして構築することができた知人関係のことを指す。 

注６：調査対象の選定は本文で述べたとおりであり、予め筆者らによって調査対象の妥当性を評価し、選定を行ったわ

けではない。これには、調査対象を調査者側の視点から取捨選択するといった bias を避ける意図もある。また本稿で取

り上げた７件の調査対象以外に調査を行った事例は無い。 

注７：この証言から、主人が家内に居り、且つブリ・カトンガに居る場合には、その妻もブリ・カトンガに入って良い。

すなわち、女性も入って良いということになるが、その理由については不明である。 

注８：伝統的な稲藁葺き屋根では、炉の煙は稲藁に浸透する様にして外部に放出されるが、トタン屋根では、炉の煙が

完全に遮られて外部に放出されないため、炉を民家内部に設置できない。なお、筆者らの体験から、稲藁葺き屋根の民

家は昼間であっても室内は比較的涼しい一方、トタン屋根の民家では、昼間の室内はかなり暑くなる。 

注９：事例６に同様の理由による。 

注１０：ヒアリングから、年長女性の身体は冷たいと考えられており（実際に冷たいわけではないと思われるが）、炉

の近くで暖めなければならないという。 
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This paper focuses on the monitoring of the archaeological sites and cultural resources in a changing modern landscape 
of Zarafshan valley, an agricultural heartland in Central Asia, employing GIS (Geographical Information Systems), 
Landsat satellite imagery (Landsat-5 TM, Lndsat-7 ETM+, Landsat-8 OLI) and Google Earth. In Oases of Central Asia, 
a rapid and huge land use change occurred due to the agricultural intensification and other human activities for the last 
several decades, and it has led to the massive destruction of archaeological sites and cultural resorces. As a case study, 
the paper presents a preliminary assessment of modern land use/ cover change and its impact on them, using image 
processing techniques with GIS for Landsat data classification, and  images of Google Earth for the detecttion of site 
environment changes.  
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１．はじめに 
 
 ユーラシアの中央部に位置する内陸諸国・地域を、一般的に中央アジアと呼ぶ。この境界や範囲について

は色々な見解があるが、自然環境の面では、その多くの部分は広大な砂漠やステップに特徴づけられる乾燥

地域である。しかし東の山地には多量の降雪があり、その豊富な雪解け水を集めたいくつかの大河が西に向

かって走っている。その代表的なものが、アムダリヤ、シルダリヤ、そしてザラフシャン川である。 
これらの大河の流域には一定以上の広がりをもつオアシスが形成され、農業の適地が展開しているが、中

でもザラフシャン川流域、特にその中流域（ウズベキスタン・サマルカンド周辺）は、地理的・歴史的に中

心地域をなしたことで知られる。ここは「ソグド」あるいは「ソグディアナ」という古名をもち、有数の穀

倉地帯であると同時に、東西・南北のシルクロードにおける要衝であった。そのためこの地域には膨大な数

の考古遺跡・文化財が存在している。 
 しかし以下で述べるように、地域内の多くの考古遺跡は現在までに様々な人為的影響を受けており、その

中で消失したものも少なくない。本稿ではこの問題をふまえつつ、従来調査が実施されてきたサマルカンド

州・Pakhtachi地区周辺を一例に挙げ、現代の土地開発・利用と考古遺跡（文化財）への影響を考察すること

にしたい。またそこで得られた知見をもとに、今後の文化財保護や継承に関わる課題について言及する。 
 なおこの事例対象地は、中心都市のサマルカンドから120km程離れた一農村地域であるが、近年の土地開

発・利用においては多くの農村地域で共通した動向が生じたと推測している。そのためここで得た理解は、

ザラフシャン川流域全体の農村地域における現況や課題を検討する場合にも、参考にできるものと考える。 
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２．研究の目的 
 
ザラフシャン川流域は、特に本格的な灌漑農耕が始まり大型都市が成立した紀元前一千年紀以降、近現代

に至るまで、中央アジアにおける中心地域のひとつとして発展・変容を遂げてきた。しかしその長い歴史に

おいても、土地開発という観点からみるならば、20世紀およびそれ以後の動向は著しいものといえるであろ

う。Mantellini氏らの指摘のように、都市計画の急速かつ著しい変化、また旧ソビエト連邦時代の農地改革の

推進といった大きな動きがあり、そしてこの中で多くの遺跡・文化財が破壊を受けた1)。 
このことに関して、Mantellini氏らはサマルカンドでの悉皆的な遺跡調査にもとづき、直近50年間で地域内

の約40％の遺跡が破壊されたという推定を示した2)。またサマルカンドの市街地に隣接するTaylak地区に限

定して詳細な分析を行い、遺跡破壊の推移や要因について論じている3)。この研究によれば、農地開発に伴

う破壊が圧倒的に多く、次いで住宅や道路の建設によるものが多いとみられる。 
当該地域における遺跡の管理・保護を考える場合、こう

した研究が着実に進められていることは非常に重要である。

ただし現状では、中心都市部（サマルカンド）やその近隣

に議論の対象が限られているであろう。ザラフシャン川流

域は中央アジア有数の遺跡集中地帯であり、より広い視点

で遺跡の現状把握を行っていくことが求められる。同時に、

急速に進展する土地開発・利用のあり方を把握し、現存す

る遺跡が置かれた環境の変化を知ることが必要であると考

える。そこで本稿では、中心都市部から離れた農村地域を

一例として、この点について考察を加えることにしたい。 
 
３．対象と方法 
 
(1) 対象 

対象地域は、サマルカンドの西方約120kmに位置する

Pakhtachi地区周辺（Narpay地区、ナヴォイ州Khatyrchi地区

の一部を含む）である（図1）。ここは、サマルカンド、

ブハラというザラフシャン川流域の東西二大都市をつなぐ

中間的な位置にあたり、シルクロード交易における要所を

なした。そのためこの地域にも多くの遺跡が存在するが、

この中で最大の交易拠点を担ったのがダブシア遺跡である

（図2）。 
ダブシア遺跡では、日本・ウズベキスタン共同調査プロ

ジェクトを通じて様々な考古学的知見が得られている4)。

この遺跡は紀元前6世紀頃（アケメネス朝ペルシア期）に

出現した後、大型都市として発展し、長期にわたり存続し

た。西暦13世紀頃を境に都市としては衰退したが、交易拠

点の機能は近代まで継続したとみられている。なお現存の

面積は約80haであるものの、最盛期における都市規模はそ

れよりもはるかに大規模であったと推定される。 
なお、上述のプロジェクトでは代表者（当時）の宇野隆

夫氏を中心に分布調査が実施され、多くの遺跡の存在が把

握された。また筆者の取り組みも含め、それらに関する考

古学的検討が既に行われており5・6)、以下の事例研究にも

適した地域であると考えている。 
本稿ではこのプロジェクトで得られた遺跡データを基礎

とするが、Google Earthなどを用いて地域一帯の遺跡を改

 
図 1 対象地域 
 

 

図 2 ダブシア遺跡の外観（Google Earth を使

用。画像取得日：2019 年 8 月 24 日） 

 

 
図 3 Google Earth によるテパの判読例（T028 遺

跡。画像取得日：2019 年 8 月 24 日） 
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めて詳細に探索した結果、テパ（tepa）を中心に

新たに21地点で未調査遺跡が確認された。そこ

でここでは、それらをデータベースに追加して、

新たに遺跡分布図を作成することにする。 

なお、テパとは人工の建築物が長期間にわた

り積み重なって形成される丘状の場所（遺丘）

で、中央アジアや西アジアなどで広くみられる

ものである。その規模や形などは様々であるが、

出田和久氏、小方登氏が示した通り一定の分解

能をもつ衛星画像で多くのものは捉えることが

できる7・8)。そしてGoogle Earthはこの判読作業に

おおむね耐えうるもので、実際に対象地域でも

残存状態が良好なものは明瞭に把握できる（図

3）。ただし破壊によって完全に平坦にされたも

のもあり、それらについては衛星画像はもとよ

り、現地調査でもテパと認定することは容易で

ない。一定の制約が伴うことには注意を要する。 
図4では、従来判明していた遺跡と今回新たに

特定した場所とをあわせて遺跡分布図を表現し

た。なお、本稿で追加した遺跡（候補）については今後の確認調査を要するため図中で区別したが、経験的

にはそれらが遺跡と認定できる可能性は高いと考えている。また仮にいくつかのものが誤認であったとして

も、そのことが以下で示す考察に大きな変更を迫ることはないため、ここでは未踏査のものも含めつつ検討

を進めることにしたい。ただし今後必要が生じた際は適宜データの補正を行う。 
 
(2) 方法 

本稿では、米国地質調査所（USGS）が公開しているLandsat衛星データを用いて、3時期（1987年、2002
年、2019年）を対象に土地利用分析を実施し、その変遷について把握する。各時期のデータについては、

Landsat（5号、7号、8号）のThematic Mapper（1987年・5月）、Enhanced Thematic Mapper Plus（2002年・5
月）、Operational Land Imager（2019年・5月）を使用した。 
土地利用分析では、最も一般的に用いられる最尤法によって教師付き分類（Supervised Classification）を

実施する。またこのとき、次の5つのカテゴリーを設定した。1) Waterbody（ザラフシャン川および支流）、

2) Crop land（農地）、3) Built-up（住宅地、市街地、道路など）、4) Grass land（草地、放牧地）、5) Open 
Grass/ Shrub land（草地、低木地）。 

この結果と上で作成した遺跡分布図とを重ねて、遺跡を取り巻く土地環境の変化を大きく把握する。また

その作業をふまえ、Google Earthを利用してより微視的に個別の遺跡状況を確認し、土地環境変化の中で具

体的にどういった動きがみられるのかを探ることにしたい。 
 

４．土地利用分析：1987年、2002年、2019年 
 図4・5・6は、対象各年代における土地利用分析の結果を示したものである。さらに表1に、各カテゴリー

の総面積と推移を整理した。 

 
図 4 対象地域の遺跡分布（ArcGIS Online 衛星画像を使

用）（□：現地調査で特定された遺跡、○：未調査遺跡） 

表 1 対象地域における土地利用の変化（単位：ha） 

1987 2002 2019 1987-2002 2002-2019 1987-2019
Waterbody 344 358 383 14 25 39
Crop land 56973 49730 43946 -7243 -5784 -13027
Built-up 5269 11559 16717 6290 5158 11448

Grass land 1071 1051 1667 -21 616 595
Open grass/ shrub land 3563 3160 3145 -403 -15 -418  
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２．研究の目的 
 
ザラフシャン川流域は、特に本格的な灌漑農耕が始まり大型都市が成立した紀元前一千年紀以降、近現代

に至るまで、中央アジアにおける中心地域のひとつとして発展・変容を遂げてきた。しかしその長い歴史に

おいても、土地開発という観点からみるならば、20世紀およびそれ以後の動向は著しいものといえるであろ

う。Mantellini氏らの指摘のように、都市計画の急速かつ著しい変化、また旧ソビエト連邦時代の農地改革の

推進といった大きな動きがあり、そしてこの中で多くの遺跡・文化財が破壊を受けた1)。 
このことに関して、Mantellini氏らはサマルカンドでの悉皆的な遺跡調査にもとづき、直近50年間で地域内

の約40％の遺跡が破壊されたという推定を示した2)。またサマルカンドの市街地に隣接するTaylak地区に限

定して詳細な分析を行い、遺跡破壊の推移や要因について論じている3)。この研究によれば、農地開発に伴

う破壊が圧倒的に多く、次いで住宅や道路の建設によるものが多いとみられる。 
当該地域における遺跡の管理・保護を考える場合、こう

した研究が着実に進められていることは非常に重要である。

ただし現状では、中心都市部（サマルカンド）やその近隣

に議論の対象が限られているであろう。ザラフシャン川流

域は中央アジア有数の遺跡集中地帯であり、より広い視点

で遺跡の現状把握を行っていくことが求められる。同時に、

急速に進展する土地開発・利用のあり方を把握し、現存す

る遺跡が置かれた環境の変化を知ることが必要であると考

える。そこで本稿では、中心都市部から離れた農村地域を

一例として、この点について考察を加えることにしたい。 
 
３．対象と方法 
 
(1) 対象 

対象地域は、サマルカンドの西方約120kmに位置する

Pakhtachi地区周辺（Narpay地区、ナヴォイ州Khatyrchi地区

の一部を含む）である（図1）。ここは、サマルカンド、

ブハラというザラフシャン川流域の東西二大都市をつなぐ

中間的な位置にあたり、シルクロード交易における要所を

なした。そのためこの地域にも多くの遺跡が存在するが、

この中で最大の交易拠点を担ったのがダブシア遺跡である

（図2）。 
ダブシア遺跡では、日本・ウズベキスタン共同調査プロ

ジェクトを通じて様々な考古学的知見が得られている4)。

この遺跡は紀元前6世紀頃（アケメネス朝ペルシア期）に

出現した後、大型都市として発展し、長期にわたり存続し

た。西暦13世紀頃を境に都市としては衰退したが、交易拠

点の機能は近代まで継続したとみられている。なお現存の

面積は約80haであるものの、最盛期における都市規模はそ

れよりもはるかに大規模であったと推定される。 
なお、上述のプロジェクトでは代表者（当時）の宇野隆

夫氏を中心に分布調査が実施され、多くの遺跡の存在が把

握された。また筆者の取り組みも含め、それらに関する考

古学的検討が既に行われており5・6)、以下の事例研究にも

適した地域であると考えている。 
本稿ではこのプロジェクトで得られた遺跡データを基礎

とするが、Google Earthなどを用いて地域一帯の遺跡を改

 
図 1 対象地域 
 

 

図 2 ダブシア遺跡の外観（Google Earth を使

用。画像取得日：2019 年 8 月 24 日） 

 

 
図 3 Google Earth によるテパの判読例（T028 遺

跡。画像取得日：2019 年 8 月 24 日） 

3 

めて詳細に探索した結果、テパ（tepa）を中心に

新たに21地点で未調査遺跡が確認された。そこ

でここでは、それらをデータベースに追加して、

新たに遺跡分布図を作成することにする。 

なお、テパとは人工の建築物が長期間にわた

り積み重なって形成される丘状の場所（遺丘）

で、中央アジアや西アジアなどで広くみられる

ものである。その規模や形などは様々であるが、

出田和久氏、小方登氏が示した通り一定の分解

能をもつ衛星画像で多くのものは捉えることが

できる7・8)。そしてGoogle Earthはこの判読作業に

おおむね耐えうるもので、実際に対象地域でも

残存状態が良好なものは明瞭に把握できる（図

3）。ただし破壊によって完全に平坦にされたも

のもあり、それらについては衛星画像はもとよ

り、現地調査でもテパと認定することは容易で

ない。一定の制約が伴うことには注意を要する。 
図4では、従来判明していた遺跡と今回新たに

特定した場所とをあわせて遺跡分布図を表現し

た。なお、本稿で追加した遺跡（候補）については今後の確認調査を要するため図中で区別したが、経験的

にはそれらが遺跡と認定できる可能性は高いと考えている。また仮にいくつかのものが誤認であったとして

も、そのことが以下で示す考察に大きな変更を迫ることはないため、ここでは未踏査のものも含めつつ検討

を進めることにしたい。ただし今後必要が生じた際は適宜データの補正を行う。 
 
(2) 方法 

本稿では、米国地質調査所（USGS）が公開しているLandsat衛星データを用いて、3時期（1987年、2002
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４．土地利用分析：1987年、2002年、2019年 
 図4・5・6は、対象各年代における土地利用分析の結果を示したものである。さらに表1に、各カテゴリー

の総面積と推移を整理した。 

 
図 4 対象地域の遺跡分布（ArcGIS Online 衛星画像を使

用）（□：現地調査で特定された遺跡、○：未調査遺跡） 

表 1 対象地域における土地利用の変化（単位：ha） 

1987 2002 2019 1987-2002 2002-2019 1987-2019
Waterbody 344 358 383 14 25 39
Crop land 56973 49730 43946 -7243 -5784 -13027
Built-up 5269 11559 16717 6290 5158 11448

Grass land 1071 1051 1667 -21 616 595
Open grass/ shrub land 3563 3160 3145 -403 -15 -418  
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4 

 この分析作業により、それぞれの

カテゴリーで対象期間内に大小の変

化が生じたことがわかるが、特に着

目するべきは農地（Crop land）の大

幅な縮小、またそれと表裏をなす村

落（住宅地）・市街地・道路（Built-
up）の劇的な拡大であろう。ここで

はこの2つの動きに特に焦点を当て、

結果について記述する。 
農地面積の縮小という点を考える

場合、まず1980年代以前の動向を確

認しておくべきであろう。旧ソビエ

ト連邦時代の中央アジア各地では、

1950年代前後から大規模な農地開発

が推進された。対象地域もその例外

でなかったと思われるが、ダブシア

遺跡や周囲の土地のあり方にその一

端がうかがえる。 
上述したように、ダブシア遺跡で

はおよそ80haの面積が現存するが、

南側の広い範囲（ラバード）は綿花

栽培をはじめとする大規模な農地と

して使用されており（図2）、既に

消失している9)。その全てが上述の

時期に始まった農地開発の影響によ

るものかどうかは不明であるが、小

方登氏が提示したCORONA衛星画像

はこの点を考える上で参考になるで

あろう10・11)。それによれば、撮影さ

れた1964年の時点で遺跡範囲の多く

の部分が農地化していたことがうか

がえる。その反面、それとGoogle 
Earthで確認可能な2000年代の様相と

を対応させた場合、1964年において

は遺跡内およびその周囲でまだ農地

になっていない場所もかなり残って

いたものとみられ、その後も開発・

拡大が盛んに行われたことが推定で

きる。こうした断片的な情報から推

測するに、対象地域でも1950年代な

いしそれ以後は農地開発・拡大をめ

ぐる動きが非常に活発な時期であっ

たのであろう。 
なおダブシア遺跡について補足す

ると、本来この遺跡は250haにおよ

ぶ巨大遺跡であったという指摘があ

る12)。その具体的な検証は課題であ

るが、それが正しいとするならば、

 
図 4 対象地域における土地利用状況：1987 年 

 

 

図 5 対象地域における土地利用状況：2002 年 

 

 

図 6 対象地域における土地利用状況：2019 年 
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ザラフシャン川流域最大の都市遺跡であるア

フラシアブ遺跡（約220ha）と同水準の規模

であったということになろう。いずれにせよ

農地開発で失われた部分が非常に大きいとい

うことは確かなようである。 
 さて、こうした背景の中で、1987年から

2002年にかけて農地面積は大きく減少したこ

とが判明した（表1）。さらにそこから2019
年の間に、やや緩やかになりつつも比較的大

きな減少が生じている。1980年代以前の状況

に不明なところは多く残るものの、明らかに

それまでとは異なる動向が生じたことを理解

できるのである。 
このような農地の縮小と表裏の関係で、村

落（住宅地）・道路などの広がりはきわめて

顕著化してきている。表1の通り、1987年か

ら2002年の間にその面積は2倍以上となり、

さらにそこから2019年に至るまで同程度の規

模で拡大が進んだことがわかる。結果的に、

現在までに3倍以上の広さにまで膨れ上がっ

ており、この約30年間を通して地域の景観に

は非常に大きな変化が起こったことが把握で

きる。 
この変遷の要因には色々なものが考えられ

るであろう。その詳細な検討は課題であるが、

1980年代以後において著しい人口の増大、ま

た農業以外の諸産業の活発化といった動きが

生じたことは明確であり、このことは考古遺

跡の保護・管理を考える上でも特に注意する

べき点である。 
 また以上の土地利用の変化を、遺跡分布と

関連づけてみてみたい。ここでは図4・5・6
の土地分類図に対し、農地（Crop land）、住

宅地・道路（Built-up）、そのほか（Other）
という3つのカテゴリーを設定した上で、再

分類処理を実施している（図7・8・9）。 
 これらの図を通してみるならば、1987年か

ら2019年の間に農地のままである土地に立地

する遺跡が一定数存在する一方で、農地から

村落（住宅地）へと変わる場所や村落・道路

の著しい拡大が生じるエリアに存在する遺跡

が少なくないことがわかる。特に後者は、現

在までに既に、破壊や消失のリスクを伴って

いるのである。 
以上のように、1950年代前後からの農地開

発の活発化、また1980年代から現在に至る村

落（住宅地）・道路の急拡大という、土地環

境の2つの重要な動きがあったことが理解で

 
図 7 土地利用状況と遺跡分布：1987 年 

 

 

図 8 土地利用状況と遺跡分布：2002 年 

 

 

図 9 土地利用状況と遺跡分布：2019 年 
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きる。そして現存する遺跡はそれらの動きの中

で、多くの影響を受けてきたと推測されるので

ある。 
 
５．個別遺跡の検討 
 
 次に、個別の遺跡環境やその変化について、

いくつかの具体例を取り上げつつ検討を加える。

なおこの作業ではGoogle Earthで異なる年代の画

像を取得し、経年的な変化を探ることにしよう。 
 最初にT018遺跡（図4）を一例として周囲の土

地環境の推移を確認したい（図10）。Google 
Earthで取得可能な2003年10月8日の画像と2019年
8月24日の画像とを見比べると、前者の時期には

遺跡周辺の多くの土地が農地として利用されており、後者の時

期に至ると住宅地や一部道路の形成が大きく進んだことがわか

る。2003年以前にさかのぼることができないという問題はある

ものの、これは上でみた土地利用分析の結果とも一定程度対応

したものであろう。この約16年に限っても、遺跡を取り巻く環

境が大きく変わりつつあることが確認できる。 
対象遺跡全てでこの作業を行った場合、T018遺跡の例と同様

に、周囲の環境変化が生じる状況が多く把握された。先行研究

の知見をふまえるならば13)、そうした動向の中で消失した、あ

るいは破壊された遺跡も少なからずあると予想される。また、

住宅や道路の建設・拡張、あるいは遺跡近隣での自動車等の往

来が今後継続・促進されていけば、現存の遺跡により大きな影

響がおよぶことは確実なところである。 
なお特にサマルカンドに近接した地域（都市部周辺）においては、Google Earthで確認できるこの約20年

内で、住宅地・道路などの拡大に伴い遺跡の形や規模が明らかに変わった例が複数検出されている。それら

については別の機会で述べることにするが、本対象地域のような農村地帯でも将来的に同様の事態が増加し

ていく可能性は高いものと推測される。 
 遺跡を取り巻く環境を考える上でもうひとつ着目するべきは、テパにおける墓地の形成・拡大である。こ

れまでの現地調査から、テパに墓地を造営する例は対象地域に限らず普遍的に把握されている（図11）。こ

の場合、テパの一角を墓地として利用する、または小規模なテパの全面を墓地として利用するといったあり

方が認められる。 
サマルカンドに隣接するTaylak地区を対象に研究を行ったMantellini氏らもこの点を論じているが、こうい

ったテパにおける墓地形成は、1950年代の時点で既に確認されるようである14)。従ってその開始自体はそれ

よりも古くさかのぼると考えてよいであろう。しかし本対象地域についていえば、近年において急速な墓地

拡大がみられる例が複数あり、注意が必要である。 
 2004～2019年で比較的鮮明な画像が得られたT024遺跡（図4参照）を一例に挙げ、このことを確認してお

きたい（図12）。2004年、2009年の段階では墓地の範囲が狭い、ないしは散在的であるため判読しがたいが、

2013年になると遺跡範囲の中央部や北東端、南東端に白く帯状をなした墓地が現れてくる。2015年以降はそ

れがより明瞭に捉えられるが、2019年に至っては北側、西側にも列状に広がっていることがわかる。2009年
頃からの約10年で、遺跡範囲内に墓域が拡大していくことを理解できるのである。 
 これがどのような要因・背景によって生じたかは、さらなる現地調査と検討を要する問題である。しかし

上でみてきたように、この地域では村落（住宅地）や道路の建設が大きく進み、著しい人口の増加が生じて

きている。こうした動きが墓地形成・拡大につながっていることは間違いないであろう。 
 遺跡・文化財の保護という観点からみるならば、墓地の造営は破壊行為を伴うものであり、多くの問題を

 

  図 11 テパにおける墓地（筆者撮影） 

 
図 10 T018 遺跡周辺の環境変化（Google Earth を使用。

左：2003 年 10 月 8 日取得、右：2019 年 8 月 24 日取得） 
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含むものといえる。上述のT024遺跡にもう

かがえるが、遺跡が墓地として長期間利用さ

れていく中では、道や区画、建物などが設置

される場合が少なくない。また、人が出入り

して色々な活動を行えば、その蓄積による影

響は大きなものになるであろう。 
ただし、こうした行為を単に遺跡破壊とし

て批判することは簡単であるが、それは必ず

しも適切でないところがある。Manatellini氏
らも言及したが15)、墓地の造営自体は、現在

を生きる人々が過去に営まれた遺跡（テパ）

と先祖を埋葬した墓地とを結びつけつつ、地

域の重要な場として共有していることを示し

ている。そのため、遺跡保護と墓地形成とい

う二者のバランスを考えることが同時に必要

であり、そしてそれが持続可能な遺跡保護・

管理につながるであろう。 
 
６．結び 
 
 以上、ザラフシャン川流域の農村地域を対象として、土地開発・利用の変化と考古遺跡（文化財）への影

響を考察した。 
ザラフシャン川流域、特にその中流域は、ソグド商人の対外活動から知られるように、ユーラシア各地の

社会・文化形成と関わりをもった地域である。従ってこの地域の歴史的動向を詳しく知りえたならば、一地

域研究にとどまらない大きな知見を得ることにもつながっていくであろう。こうした観点からも、遺跡の現

状を把握し、適切な保護と継承を進めることは重要な課題といえるのである。 
 またここでは、現地調査での観察・記録を基礎としつつ、Google EarthやLandsat衛星データなど、無償で

公開されているデータを用いることで遺跡環境の変化を捉える試みを行った。より高精細な衛星データや空

中写真を利用することは理想であるが、多くの場合有償のものを自由に利用することは難しいであろう。し

かし無償のデータからも一定の知見を得ることは可能で、さらに様々な国・地域で実施できるという利点も

ある。文化財管理・保護において、こうした取り組みが各地で一層推進されていくことが望ましいであろう。 
 Landsat衛星データを利用した土地利用分析を通じて、1980年代後半から現在までの間に、土地開発・利用

のあり方には劇的な変化が生じてきたことが明らかになった。1950年代前後より各地で農地の開発・拡大が

推進されたが、1980年代後半以降になると特に村落域（住宅地）や道路の建設・拡大が顕著となる。こうし

た2つの重要な動きが生じて地域的景観は大きく変貌するとともに、遺跡・文化財のあり方にもその影響が

つよくおよんだことが推定できる。 
 また、主にGoogle Earthを用いて個別の遺跡環境を検討した結果、村落域（住宅地）や道路の拡大に伴っ

て、現存する遺跡の周囲の環境に様々な変化が起こっていることが確認された。上述した先行研究による知

見やダブシア遺跡の状況を参照する限り、1950年代前後からの農地開発で破壊・消失した遺跡が少なくない

と想定されるが、今後こうした遺跡環境の変化がより促進されていくとすれば、住宅・道路建設で同様に失

われていく遺跡が多く出てくる可能性が高いといえる。 
 加えて、テパにおける墓地形成・拡大が近年急速に進んでいる場合があることが明確になった。遺跡を墓

地として利用する行為自体は古くからみられるようであるが、対象地域では人口増加などとも関連して、

2000年代以降に顕著となる例が複数確認される。文化財の保護・管理を推進する立場からみるならば、そう

した行為は何らかの程度で破壊を伴うものであり、今後の大きな問題であるといえる。一方で、遺跡と墓地

とが結びつき、地域社会の中で一定の重要性をもつことを評価する立場からは、それを単に批判し抑止する

ことは必ずしも適切であるとはいえないであろう。住人や行政との議論をふまえつつ、遺跡の破壊が最小限

に抑えられるような方法を考える必要があることを同時に指摘したい。 

 
図 12 T024 遺跡における墓地形成とその拡大（Google Earth を

使用）A) 2004 年 8 月 5 日、B) 2009 年 7 月 7 日、C) 2013 年 6

月 3日、D) 2015 年 10 月 23 日、E) 2019 年 8 月 24 日 
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きる。そして現存する遺跡はそれらの動きの中

で、多くの影響を受けてきたと推測されるので

ある。 
 
５．個別遺跡の検討 
 
 次に、個別の遺跡環境やその変化について、

いくつかの具体例を取り上げつつ検討を加える。

なおこの作業ではGoogle Earthで異なる年代の画

像を取得し、経年的な変化を探ることにしよう。 
 最初にT018遺跡（図4）を一例として周囲の土

地環境の推移を確認したい（図10）。Google 
Earthで取得可能な2003年10月8日の画像と2019年
8月24日の画像とを見比べると、前者の時期には

遺跡周辺の多くの土地が農地として利用されており、後者の時

期に至ると住宅地や一部道路の形成が大きく進んだことがわか

る。2003年以前にさかのぼることができないという問題はある

ものの、これは上でみた土地利用分析の結果とも一定程度対応

したものであろう。この約16年に限っても、遺跡を取り巻く環

境が大きく変わりつつあることが確認できる。 
対象遺跡全てでこの作業を行った場合、T018遺跡の例と同様

に、周囲の環境変化が生じる状況が多く把握された。先行研究

の知見をふまえるならば13)、そうした動向の中で消失した、あ

るいは破壊された遺跡も少なからずあると予想される。また、

住宅や道路の建設・拡張、あるいは遺跡近隣での自動車等の往

来が今後継続・促進されていけば、現存の遺跡により大きな影

響がおよぶことは確実なところである。 
なお特にサマルカンドに近接した地域（都市部周辺）においては、Google Earthで確認できるこの約20年

内で、住宅地・道路などの拡大に伴い遺跡の形や規模が明らかに変わった例が複数検出されている。それら

については別の機会で述べることにするが、本対象地域のような農村地帯でも将来的に同様の事態が増加し

ていく可能性は高いものと推測される。 
 遺跡を取り巻く環境を考える上でもうひとつ着目するべきは、テパにおける墓地の形成・拡大である。こ

れまでの現地調査から、テパに墓地を造営する例は対象地域に限らず普遍的に把握されている（図11）。こ

の場合、テパの一角を墓地として利用する、または小規模なテパの全面を墓地として利用するといったあり

方が認められる。 
サマルカンドに隣接するTaylak地区を対象に研究を行ったMantellini氏らもこの点を論じているが、こうい

ったテパにおける墓地形成は、1950年代の時点で既に確認されるようである14)。従ってその開始自体はそれ

よりも古くさかのぼると考えてよいであろう。しかし本対象地域についていえば、近年において急速な墓地

拡大がみられる例が複数あり、注意が必要である。 
 2004～2019年で比較的鮮明な画像が得られたT024遺跡（図4参照）を一例に挙げ、このことを確認してお

きたい（図12）。2004年、2009年の段階では墓地の範囲が狭い、ないしは散在的であるため判読しがたいが、

2013年になると遺跡範囲の中央部や北東端、南東端に白く帯状をなした墓地が現れてくる。2015年以降はそ

れがより明瞭に捉えられるが、2019年に至っては北側、西側にも列状に広がっていることがわかる。2009年
頃からの約10年で、遺跡範囲内に墓域が拡大していくことを理解できるのである。 
 これがどのような要因・背景によって生じたかは、さらなる現地調査と検討を要する問題である。しかし

上でみてきたように、この地域では村落（住宅地）や道路の建設が大きく進み、著しい人口の増加が生じて

きている。こうした動きが墓地形成・拡大につながっていることは間違いないであろう。 
 遺跡・文化財の保護という観点からみるならば、墓地の造営は破壊行為を伴うものであり、多くの問題を

 

  図 11 テパにおける墓地（筆者撮影） 

 
図 10 T018 遺跡周辺の環境変化（Google Earth を使用。

左：2003 年 10 月 8 日取得、右：2019 年 8 月 24 日取得） 
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含むものといえる。上述のT024遺跡にもう

かがえるが、遺跡が墓地として長期間利用さ

れていく中では、道や区画、建物などが設置

される場合が少なくない。また、人が出入り

して色々な活動を行えば、その蓄積による影

響は大きなものになるであろう。 
ただし、こうした行為を単に遺跡破壊とし

て批判することは簡単であるが、それは必ず

しも適切でないところがある。Manatellini氏
らも言及したが15)、墓地の造営自体は、現在

を生きる人々が過去に営まれた遺跡（テパ）

と先祖を埋葬した墓地とを結びつけつつ、地

域の重要な場として共有していることを示し

ている。そのため、遺跡保護と墓地形成とい

う二者のバランスを考えることが同時に必要

であり、そしてそれが持続可能な遺跡保護・

管理につながるであろう。 
 
６．結び 
 
 以上、ザラフシャン川流域の農村地域を対象として、土地開発・利用の変化と考古遺跡（文化財）への影

響を考察した。 
ザラフシャン川流域、特にその中流域は、ソグド商人の対外活動から知られるように、ユーラシア各地の

社会・文化形成と関わりをもった地域である。従ってこの地域の歴史的動向を詳しく知りえたならば、一地

域研究にとどまらない大きな知見を得ることにもつながっていくであろう。こうした観点からも、遺跡の現

状を把握し、適切な保護と継承を進めることは重要な課題といえるのである。 
 またここでは、現地調査での観察・記録を基礎としつつ、Google EarthやLandsat衛星データなど、無償で

公開されているデータを用いることで遺跡環境の変化を捉える試みを行った。より高精細な衛星データや空

中写真を利用することは理想であるが、多くの場合有償のものを自由に利用することは難しいであろう。し

かし無償のデータからも一定の知見を得ることは可能で、さらに様々な国・地域で実施できるという利点も

ある。文化財管理・保護において、こうした取り組みが各地で一層推進されていくことが望ましいであろう。 
 Landsat衛星データを利用した土地利用分析を通じて、1980年代後半から現在までの間に、土地開発・利用

のあり方には劇的な変化が生じてきたことが明らかになった。1950年代前後より各地で農地の開発・拡大が

推進されたが、1980年代後半以降になると特に村落域（住宅地）や道路の建設・拡大が顕著となる。こうし

た2つの重要な動きが生じて地域的景観は大きく変貌するとともに、遺跡・文化財のあり方にもその影響が

つよくおよんだことが推定できる。 
 また、主にGoogle Earthを用いて個別の遺跡環境を検討した結果、村落域（住宅地）や道路の拡大に伴っ

て、現存する遺跡の周囲の環境に様々な変化が起こっていることが確認された。上述した先行研究による知

見やダブシア遺跡の状況を参照する限り、1950年代前後からの農地開発で破壊・消失した遺跡が少なくない

と想定されるが、今後こうした遺跡環境の変化がより促進されていくとすれば、住宅・道路建設で同様に失

われていく遺跡が多く出てくる可能性が高いといえる。 
 加えて、テパにおける墓地形成・拡大が近年急速に進んでいる場合があることが明確になった。遺跡を墓

地として利用する行為自体は古くからみられるようであるが、対象地域では人口増加などとも関連して、

2000年代以降に顕著となる例が複数確認される。文化財の保護・管理を推進する立場からみるならば、そう

した行為は何らかの程度で破壊を伴うものであり、今後の大きな問題であるといえる。一方で、遺跡と墓地

とが結びつき、地域社会の中で一定の重要性をもつことを評価する立場からは、それを単に批判し抑止する

ことは必ずしも適切であるとはいえないであろう。住人や行政との議論をふまえつつ、遺跡の破壊が最小限

に抑えられるような方法を考える必要があることを同時に指摘したい。 

 
図 12 T024 遺跡における墓地形成とその拡大（Google Earth を

使用）A) 2004 年 8 月 5 日、B) 2009 年 7 月 7 日、C) 2013 年 6

月 3日、D) 2015 年 10 月 23 日、E) 2019 年 8 月 24 日 
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 このように、地域的、個別的に考古遺跡をめぐる環境の変化を探っていくと、この30年程の間に顕著な動

向があり、それが遺跡・文化財に大きな影響をおよぼしてきていることが把握できる。このことはまた、将

来的に遺跡の破壊・消失がさらに進行していく可能性が高いことを明確に示しているといえる。 
 以上の理解をふまえ、最後に考古遺跡の保護・継承に関わる今後の課題に言及したい。一部の先行研究18) 

ならびに本稿で試みたような各地域の悉皆的な遺跡調査・集成の作業は必須であるが、それとともに、非破

壊手法による遺跡情報の記録、あるいはデジタルドキュメンテーション（デジタルプリザベーション）の取

り組みが非常に重要になるであろう。上述のダブシア遺跡やカフィル・カラ遺跡などでは既に実施している

が、現存の遺跡（テパ）の位置、形状、規模などについて、3次元計測や衛星画像・空中写真による記録を

行うことで、将来的に参照可能な情報の量・質は大きく向上する。そしてそれらの情報を誰もが自由にアク

セスできる形で管理・公開することは、保護・継承の問題において一定の役割を果たすであろう。 
なお、本稿では土地開発・利用に伴う遺跡（文化財）の破壊に着目したが、そのほかに盗掘による破壊な

ども一部でみられる。また、例えばダブシア遺跡では河川の増水による城壁の損壊なども生じており、人為

的影響だけでなく自然的影響も検討するべきであろう。より広い視点から遺跡環境の変化や文化財の保護・

継承を考えることは今後の課題である。 
 
付記：本稿では、宇野隆夫氏、ベルディムロドフ・アムリディン氏を代表とする共同調査プロジェクトで作

成したデータを一部使用させて頂いた。また、現地調査に際しては、ベルディムロドフ氏をはじめウズベキ

スタン科学アカデミー考古学研究所の関係諸氏に様々なご支援を頂いている。ここに記して感謝の意を表し

たい。また本稿は科学研究費にもとづく研究成果の一部である（課題番号：19K13409）。 
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This paper covers Arashiyama area of Kyoto where there are many beautiful landscapes and buildings different from 
the city centers, quantitative grasping and typing of the appearance elements of the building towards the preliminary 
recovery plan, type examination of reconstruction level by another impression evaluation, and comparison of a method 
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Typology of buildings assuming pre-reconstruction plan in Arashiyama area of Kyoto,
 its impression evaluation and proposal of flood disaster prevention type model 

１．はじめに

　本稿は京都嵐山地区を対象に、復興計画策定に資すべき①建築物の外観の定量的把握と類型化、②印象評価

による復興水準の検討、③一定の防災力を有する復興モデルの提案を報告するものである。

(1) 研究の背景

　復興計画においては基本的に「迅速性の原則」が最優先と言われており文 1)、加えて近年では、大都市圏

における災害レジリエンス注 1) の概念が広く認知されるに至り文 3)、これまでに増して事前復興計画の必要性

が意識されるようになってきた。一方、京都市において事前復興計画に向けた具体的なデザインガイドライ

ンに関する制度の検討は充実していない。こうした状況を鑑み、著者らは先行研究として、京都市の中心市

街地 ( 西陣地区 ) を対象に外観意匠における復興レベル評価を行った研究文 4)（以下「18 研究」）、さらには

同様の手法 ･ 他地区かつ延焼シミュレーション結果を加えた研究文 5)（以下「19 研究」）を行ってきた。19

研究では、細街路を多く含む木造密集地域 ( 正親学区 ) において、連担設計制度を活用した延焼防止のため

の連担長屋および最危険範囲の空地化が、防火的には有効との実証結果 ･ 知見を得ている。

　これら先行研究では、密集市街地を前提に、建物同士の境界壁が隣接した建築群を扱った手法のモデル化

を企図してきたが、上述のような空地の防災的有効性を考慮した場合、風致地区に代表されるエリアを多く

抱える京都では、旧洛中密集地に加え、郊外市街地注 2) における復興計画にむけた意匠研究も必要となろう。

既に建築物を取り囲む空地の捉え方には、１例として芦原の PN スペース概念注 3) が知られており、京都市

においても風致地区に指定され PN スペースを多く有する郊外市街地が存在することは明らかである。

　そこで本稿では、先行研究と同様の手法を援用しつつ、郊外市街地における建築物の外観類型と評価を事

前に整理し、街並み復興外観モデルを検討することを試みる。なお京都の中心市街地を対象とした研究文 7 ～

12)は数多く存在するが、災害後の復興を想定しかつ郊外市街地を対象とした研究は管見では見られなかった。

(2) 研究の特徴・目的

　以上を背景とし、本研究の特徴は復興時の建設を想定した計画用資料として、郊外市街地における外観傾

向を定量的に把握し、印象評価に加えハザードマップによる浸水被害の観点から提案を行う点にある。
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